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㉔ フォーラム・市民講
座・ＤＶ講演会の参
加人数★

○
○
行政と各種団体が連携し実施している啓発事業の参加人数。
2018年度（平成30年度）をベースに人口減を鑑み、現状維持を
目指します。

女性問題相談・女性
専門相談の件数★

○

○

男女共同参画社会の実現に向けて、個人より相談を受けた相談
件数。
2018年度（平成30年度）をベースに人口減を鑑み、現状維持を
目指します。

㉕ 歴史文化遺
産を保存継
承し未来に
向けて活用
する

文化財公開施設（6
箇所）の入館（園）者
数★

○

○

文化財公開施設（赤穂城跡本丸櫓門、近藤源八宅跡長屋門、旧坂
越浦会所、赤穂市立有年考古館、東有年・沖田遺跡公園、有年原・
田中遺跡公園）入館（園）者数。
2019年度（令和元年度）の直近3年間の平均値を2030年度
（令和12年度）目標値として目指します。

赤穂城跡二之丸庭
園整備の進捗率★

○

○

赤穂城跡公園は城壁、土塁や種々の遺構が存在し市民の憩いの
場、観光資源、赤穂市のシンボルとして重要な位置を占めてお
り、これらの保存活用を図ることを目的としています。
指標は、赤穂城跡二之丸庭園整備の進捗率で、全体事業費に対
して整備済み事業費の割合。
2018年度（平成30年度）72.2％、2025年度（令和7年度）
95.0％、2030年度（令和12年度）100％を目指します。

市民1人当たりの文
化会館利用回数★

○
○
文化会館の入場者数を市民1人当たりで積算した利用回数。
2030年度（令和12年度）に2.6回を目指します。

㉖ まちづくり連絡（推
進）協議会活動の延
べ参加人員★

○
○
まちづくり協議会が実施する事業への参加者数。
コミュニティ活動の活性化の指標として、2018年度（平成30年
度）をベースに参加者の増加を目指します。

コ ミュニティセン
ター等（２箇所）の延
べ利用人数★

○
○
福浦コミュニティセンター、有年原校区多目的施設の利用者数。
コミュニティ活動の活性化の指標として、2018年度（平成30年
度）をベースに利用者の増加を目指します。

㉗ 電子申請の利用状
況★

○
○
電子申請の利用件数。
電子申請を行う手続きを増やすことにより、申請件数の増加を
目指します。

マイナンバーカード
の交付率★

○

○

行政サービスのオンライン化推進の進捗状況を見る上で、電子申
請等の本人確認で必要となるマイナンバーカードの交付率。
2025年度（令和7年度）に、96.0％を目指します。

ホームページの年間
アクセス件数★

○
○
ホームページ（全ページ）のアクセス件数。
ＳＮＳでの情報発信を行うことで、ホームページへのアクセス数が
増加しており、2030年度（令和12年度）に4,000,000件を目
指します。

市長との直接対話
集会等★

○
○
市長と直接対話する集会の開催件数。
地域からの要請に応じた「ミニ集会」として開催し、2018年度
（平成30年度）をベースに増加を目指します。

実質公債費比率★ ○
○
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に定める指標。
財政計画をベースに算出。

将来負担比率★ ○
○
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に定める指標。
財政計画をベースに算出。

政策・施策名 指標説明

（10）
市民と協働
する市政運
営の推進

市民に開か
れた健全で
効率的な行
財政運営を
推進する

地域の多様
な コミ ュニ
ティ活動を
活性化する

互いが尊重
しあいすべ
ての人が自
分らしく生き
ることがで
きる社会を
実現する

（９）
歴史や文化、
スポーツを
通じた市民
が活躍でき
る地域コミュ
ニティの構
築
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指標名

㉓ 生涯にわた
り主体的に
学び楽しめ
る環境をつ
くる

公民館登録サーク
ル利用者数★

○
○
市内9公民館で活動する公民館登録サークルの年間利用者数。
公民館登録サークルは主に65歳以上の高齢者を中心とした自主
的に学び交流を行う場となっています。現在の利用者数を維持
するため、高齢者以外の年齢層にも魅力ある公民館講座の実施
を展開し、公民館講座から新サークルへの移行に結び付くことが
できるように努めていきます。

図書館における活
動団体数★

○

○

2018年度（平成30年度）においては、図書館ボランティア団体
（読み聞かせ･点字･朗読）、市内の学校園、各施設、研究会等の
60団体が登録し、各団体において図書館や図書館資料を活用し
た読書や研究活動等を行っています。
1年に1～2団体が登録しており、2025年度（令和7年度）には
70団体、2030年度（令和12年度）には75団体を目指します。

各種スポーツ施設
の利用者数★

○

○

市民のスポーツ実施率の向上を計るための指数として、市民総
合体育館、城南緑地運動施設、元禄・海浜スポーツセンター、野外
活動センター、地区体育館などのスポーツ施設利用者数。
2030年度（令和12年度）に530,000人を目指します。

スポーツ大会の参
加人数★

○

○

市民のスポーツ意欲を測る指数として、赤穂シティマラソン大
会、市民体育祭、その他スポーツイベントの参加者数。
2030年度（令和12年度）に20,000人を目指します。

スポーツ少年団登
録者数★

○

○

市内小学生のスポーツ実施率を計る指数として、スポーツ少年団
登録者数。
2030年度（令和12年度）に750人を目指します。

部活動指導員登録
者数★

○ 中学校部活動に指導員を派遣し、生徒の技術向上、生徒の能力
に応じた適切な練習方法の導入、事故・けがの未然防止につなげ
るとともに、教員の部活動指導に係る時間を軽減し、教材研究や
生徒と向き合う時間を確保し、部活動の活性化を図ります。
練習試合や大会等への引率や練習の指導補助として5校に10名
配置することを目指します。

地域の資源を活か
した「赤穂トレック
ウォーク」等の参加
人数★

○

○

地域と連携したイベント等の推進を図るための指数として、「赤穂
トレッキングウォーク」イベントの参加者数。
2030年度（令和12年度）に100人を目指します。

㉔ 互いが尊重
しあいすべ
ての人が自
分らしく生き
ることがで
きる社会を
実現する

地域リーダー研修・
住民学習会等の参
加人数★

○
○
地域団体や企業等が実施している啓発事業の参加人数。
2018年度（平成30年度）をベースに人口減を鑑み、現状維持を
目指します。

（９）
歴史や文化、
スポーツを
通じた市民
が活躍でき
る地域コミュ
ニティの構
築

政策・施策名 指標説明


